
芦北町財政状況の公表

第１  平成１８年度会計別決算の状況 平成１８年度会計別決算額（図１）

平成１８年度平成１８年度
歳入総額 歳出総額

一般会計 11,481,062 11,032,283

国民健康保険事業勘定 3,038,176 2,914,087

国民健康保険直診勘定 57,037 57,037

老人保健事業特別会計 3,033,634 3,033,634

介護保険事業特別会計 1,996,915 1,925,746

簡易水道事業特別会計 93,297 86,279

農業集落排水事業特別会計253,006 253,006

生活排水事業特別会計 61,760 61,760

町有温泉事業特別会計 100,093 100,093

奨学資金貸付事業特別会計31,661 26,420

第２   平成1８年度普通会計決算の状況

普通会計決算の年度別状況（図２）

歳入総額 歳出総額
平成１４年度 12,527,776 11,999,269
平成１５年度 11,604,205 11,089,121
平成１６年度 12,547,031 12,046,554
平成１７年度 11,943,978 11,462,430
平成１８年度 11,560,209 11,106,188

　平成１８年度決算の状況及び平成１９年度上半期（４月～９月）の補正予算の内容について、地方自治法第２４３条

  次に普通会計(注２）で、決算の状況を説明します。前年度比歳入で3億83,769千円(3.2%)減、歳出で3億56,243千円
（3.1%)減となりました。主な理由は、一般会計（上記）で述べたとおり歳入では国の制度変更(普通交付税に変更）による
減税補てん債と臨時財政対策債の減、歳出では人件費、普通建設費が減少したものです。
(注２）一般会計と町有温泉事業特別会計・奨資会計を合わせ重複部分を差し引く、決算統計で使用

　歳入歳出決算の状況を前年と比較すると、一般会計は歳入で4億80,819千円(4.0%)、歳出では4億48,052千円(3.9%)の
減となりました。減少した主な要因として歳入では、国の制度変更によって九州新幹線の固定資産税が普通交付税に算
入されたことにより減税補てん債が大幅に減少したことと臨時財政対策債等の減によるものです。歳出においては、人
件費が合併による議員数・委員数減と職員数の減、普通建設事業費のうち補助事業は、芦北海浜総合公園整備事業
が終了、単独事業は受託事業である墓地公園整備事業の減が主な要因となっています。特別会計では、国民健康保険
事業特別会計は平成14年10月の制度改正(注1)による対象者の増と一人当たりの医療費の伸びにより歳出で対前年度
比9.6%の増となっています。直営診療施設勘定（吉尾温泉診療所）は、外来患者が前年度比483人（7.9%)の減や嘱託職
員の対応により対前年度比15.2%の減となりました。老人保健事業特別会計は、平成14年10月の制度改正(注１）により
加入者が前年度より233人(5.4%)の減となり対前年度比2.4%の減となりました。介護保険事業特別会計は、介護保険制
度改正により区分の変更、サービス給付費の見直しと地域支援事業の実施により歳出で前年度比0.6%増となりました。
簡易水道事業特別会計は、宮田配水池改修工事により歳出で23.0%の大幅な増となりました。農業集落排水事業特別
会計は、施設の管理運営が主なものでありますが、水害による支出やその対策により歳入歳出で前年度より7.4%の増と
なりました。生活排水事業特別会計は、人件費１人分の算入により前年度比13.3%の増になりました。町有温泉事業特
別会計は、入浴客数が1.3%減少し対前年度比5.4％減になりました。奨学資金貸付事業特別会計は大学生の貸付が４
名減により歳出で前年度比3.8%減となりました。一般会計・特別会計歳出決算の総額は、194億90,34７千円となりまし
た。
（注１）老人医療の受給対象年齢が７０歳以上でしたが、昭和７年１０月１日以後生まれの人は７５歳以上にならないと老
人医療の受給対象者にならなくなりました。

の３第１項及び芦北町財政事情の公表に関する条例に基づき、そのあらましをお知らせします。
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（注１）地方公共団体が自主的に収入しうる財源（ 地方税、分担金、負担金、使用料、財産収入、繰入繰越金、諸収入、寄附金）

一人当たり歳入の状況（単位：円）
区分

金額

平成１８年度
地方交付税 4644447 0.402
地方税 1462397 0.127
地方債 1345100 0.116
国庫支出金 1050130 0.091
都道府県支出金 986096 0.085
繰越金 481548 0.042
繰入金 325813 0.028
使用料 311576 0.027
地方譲与税 294049 0.025
地方消費税交付金 188219 0.016
諸収入 180469 0.016
財産収入 46902 0.004
その他 243463 0.021

11560209 1.000

平成１８年度
民生費 2,262,222 0.204
総務費 1,738,922 0.157
教育費 1,615,796 0.145
公債費 1,437,076 0.129
衛生費 1,068,862 0.096
土木費 930,000 0.084
農林水産業費 850,634 0.077
消防費 527,286 0.047
災害復旧費 313,824 0.028
商工費 236,805 0.021
議会費 124,761 0.011

11,106,188 1

　 歳出の構成比では図４のように、民生費が２０．５％で最も多く、次いで総務費１５．７％、教育費１４．５％の順になっています。前
年度と比較し最も伸びているのは、教育費で、一人当り７,７３８円の増となりました。これは、佐敷小学校改築事業によるものです。

（注２）国、県の意思により定められた額を交付されたり、割り当てられたりする収入（地方交付税、国庫支出金、県支出金、地方
　　　　譲与税、地方債等）

　 歳入歳出を人口一人当たりで見ますと、歳入５５４，７１３円、歳出５３２，９２６円となっています。
歳入の構成比は、図３のとおり地方交付税が全体の４０．２％を占め最も高く、次いで地方税１２．７％、地方債１１．６％、国庫支出
金、県支出金の順になっています。また、歳入総額に占める自主財源（注１）の割合は、２６．９％、依存財源（注２）は、７３．１％と
なっており地方交付税を主とする依存財源に頼らざるを得ない財源構成となっています。

歳入：人口1人当たりの構成比（図３）

その他, 2億43,463千円
１人当たり11,682円(2.1%)

諸収入, 1億80,469千円
１人当たり8,660円(1.6%)

財産収入, 46,902千円
１人当たり2,251円(0.4%)

地方消費税交付金, 1億88,219千
円 １人当たり9,032円(1.6%)

地方譲与税, 2億94,049千円
１人当たり14,110円(2.5%)

使用料, 3億11,576千円
１人当たり14,951円(2.7%)

繰越金, 4億81,548千円
１人当たり23,107(4.2%)

繰入金, 3億25,813千円
１人当たり5,634(2.8%)

都道府県支出金, 9億86,096千円
１人当たり47,317円( 8.5%)

国庫支出金, 10億50,130千円
１人当たり50,390円( 9.1%) 地方債, 13億45,100千円

１人当たり64,544円( 11.6%)

地方税, 14億62,397千円
１人当たり70,173円(12.7%）

地方交付税, 46億44,447千円
１人当たり222,862円（40.2%）

　　平成18年度
　　　歳入総額
115億60,209千円

歳出：人口1人当たりの構成比（図４）

民生費, 22億62,222千円
1人当たり108,552円(20.5%)

総務費, 17億38,922千円
1人当たり83,442円(15.7%)

教育費, 16億15,796千円
1人当たり77,533円(14.5%)

公債費, 14億37,076千円
1人当たり68,958円(12.9%)

衛生費, 10億68,862千円
1人当たり51,289円(9.6%)

土木費, 9億30,000千円
1人当たり44,626円(8.4%)

農林水産業費, 8億50,634千
円

1人当たり40,817円 (7.7%)

消防費, 5億27,286千円
1人当たり25,302円(4.7%)

災害復旧費, 3億13,824千円
1人当たり15,059円(2.8%)

議会費, 1億24,761千円
1人当たり5,987円(1.1%)商工費, 2億36,805千円

1人当たり11,363円(2.1%)

　　平成1８年度
　　　歳出総額
111億6,188千円



人口一人当り性質別歳出の状況
（単位：円）

       区       分 平成１８年度

人件費 104,054
扶助費 43,710
公債費 68,958

義務的経費（注3） 216,722

普通建設事業費 131,049

災害復旧事業費 15,059

投資的経費（注4） 146,108

物件費 54,016

維持補修費 4,429

補助費等 52,310

積立金 10,559

繰出金 48,093

貸付金 692

その他経費 170,099

歳出合計 532,929

（注３）歳出のうち、その支出が義務づけられ任意に削減できない経費

（注４）支出の効果が資本形成に向けられ施設など将来に残るものに支出される経費

第３  将来にわたる財政負担の状況

0 0 0 0 8,159,092
地方債現在高
債務負担行為

　その他の経費は、物件費０．５％増、補助費等０．４％増、積立金１．４％減となり歳出に占める割合は３１．９％と前年度比０．３％
減となりました。

   平成１８年度末の地方債（町債）現在高は、一般会計１１，５４８，５６７千円、農業集落排水事業特別会計１，９７９，９６７千円、特
定地域生活排水処理事業１７０，１４０千円、簡易水道事業２１２，９０９千円合計の１３，９１１，５８３千円で前年度末に比べ１１，４０
９千円（０．０８％）増加しています。なお、実質的な負担は、これに将来の支出を約束している債務負担行為額の６４７，１６５千円を
加え、貯金に当たる積立金現在高２，６６７，０８９千円を差し引いた１１，８９１，６５９千円となります。これを一人当たりにすると将来
にわたる財政負担は５７０，６１７円となり、対前年度比２２，２６６円の減となります。

　投資的経費（注４）は、普通建設事業費１．３％減、災害復旧事業費１．２％増となり歳出に占める割合は２７．４％と前年度比０．
１％減となりました。

　義務的経費（注３）は、人件費０．５％減、扶助費０．６％増、公債費０．３％増となり歳出に占める割合は４０．７％と前年度比０．
４％増となりました。

　次に性質別歳出の構成は、図５のとおりです。主要な性質別構成比は、普通建設事業費が２４．６％で最も多く、次いで人件費１
９．５％、公債費１３．０％、物件費１０．２％の順となっています。

平成１８年度性質別の構成比（図５）

補助費等
10億90,147千円
１人当たり
52,310円
（9.8%）

積立金
2億20,050千円
１人当たり
10,559円
（2.0%）

繰出金
10億2,251千円
１人当たり
48.093円
 9.0%

貸付金
14,420千円
１人当たり
692円
（0.1%）

維持補修費
92,300千円
１人当たり
4,429円
（0.8%）

物件費
11億25,685千円
１人当たり
54,016円
(10.2%)

災害復旧費
3億13,824千円
１人当たり
15,059円
 （2.8%）

普通建設事業費
27億31,051千円
１人当たり
131,049円
 （24.6%）

公債費
14億37,076千円
１人当たり
68,958円
（13.0%)

扶助費
9億10,906千円
１人当たり
43,710円
 （8.2%）

人件費
21億68,478千円
１人当たり
104,054円
（19.5%）
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地方債現在高 13,117,430 13,173,989 13,002,510 13,900,174 13,911,583 

債務負担行為 378,597 872,145 1,532,765 1,169,340 647,165 

積立金現在高 2,963,642 2,786,318 2,592,902 2,712,632 2,667,089 

実質的な負担 10,532,385 11,259,816 11,942,373 12,356,882 11,891,659 

平成１4年度 平成１5年度 平成１６年度 平成17年度 平成１８年度

地方債、債務負担、積立金の状況(図６）
千円



 　　平成１９年度上半期（４月～９月）の補正予算総額は、下記のとおりです。

６月補正 ７月補正専決 ９月補正

（１号） 126,237 （２号）      3,589 （３号）  256,647
（１号）　　　　315 （２号）    20,462

(１号）    33,184

(１号）　　45,017

(１号）　　　1,732

(１号）　  　1,642 （２号）         215

161,378 3,589 324,073

9,995,473
3,131,777
57,900

72,000

103,857

　一般会計の主な補正は、１号補正が小田浦小学校用地による土地購入費87,812千円や海浦漁港調査業務委託料5,975千円、民
放テレビ難視聴解消施設工事5,844千円等です。２号補正専決は、７月６日～１１日までの梅雨前線豪雨による建設機械等借上・測
量設計委託料として3,589千円、３号補正は、総合グラウンド整備・屋外トイレ工事162,735千円、公共土木施設災害復旧費39,765千
円、中山間地域総合整備事業負担金12,649千円、障害者福祉費補助金等償還金4,850千円等となっています。
　特別会計では、国民健康保険事業特別会計（事業勘定）の第１号補正が国民健康保険者証カード化による委託料として315千円、
２号補正は国庫負担金等精算償還金として20,462千円、老人保健事業特別会計の１号補正は、１８年度精算に伴なう一般会計繰出
金31,459千円等、介護保健事業特別会計の１号は、前年度繰越金に伴なう国庫負担金等精算償還金・介護保険財政調整基金積立
金・一般会計繰出金等45,017千円、簡易水道事業特別会計１号は、県道二見田浦線配水管移設工事1,732千円、町有温泉事業特
別会計の１号補正は、温泉観光センター等の施設修繕料1,642千円、２号補正も温泉観光センターの施設修繕料215千円となってい
ます。

26,300

18,722,740

1,948,717

168,232

254,500

区　　　　　　分

第４  平成１９年度上半期の補正予算の状況

第５  町有財産の状況（平成１９年９月３０日現在）
金額・面積

国民健康保険事業特別会計

（単位 ： 千円）

2,963,984

計

基　　　　　　　     金

1,903,700

166,500

当初予算会 　　　　 計  　　　名
     一      般      会      計

事 業 勘 定

9,609,000

生 活 排 水 処 理 事 業 特 別 会 計

建　　　　　　　　　物
土　地　及　び　山　林

146,789㎡
（基金の状況）
基金は、特定目的のために資金を積立て又は、定額の資金を運用する資
金です。特に財政調整基金は、災害及び大規模な事業又は一時的に多
額の財政需要がある場合、その財源に充てるための基金です。
（※基金は、平成１９年１０月３日現在）

9,888,977㎡

3,111,000

254,500

直 診 勘 定

老 人 保 健 事 業 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

57,900

2,930,800

72,000

102,000

26,300

18,233,700

町 有 温 泉 事 業 特 別 会 計

奨 学 資 金 貸 付 事 業 特 別 会 計

計

35億7,473万円
証 券 そ の 他 の 権 利 3億2,209万円

簡易水道事業財政調
整基金, 9,404万円

（2.6%）

その他
1億9,688万円
（5.5%）

九州新幹線渇水等
　　被害対策基金
1億9,736万円
（5.5%）

土地開発基金
3億2,787万円
（9.2%）
国保事業財政調整基
金, 4億156万円
（11.2%）

社会福祉振興基金
 4億4,095万円
（12.4%）

町有施設整備基金
5億8,214万円
（16.3%）

財政調整基金
13億3,393万円
（37.3%）

基金の目的別構成比(図７）



第６  町債及び一時借入金の状況
（１）町債の状況

　借入れに当たっては、交付税措置（国が元利償還金を
一定の割合で負担する制度）が高い過疎債（交付税措置
７０％）を中心に借入れており、町の負担軽減を図ってい
ます。

（２）一時借入金の状況
   一時借入金は、一会計年度において歳計現金に一時
不足を生じた場合、その資金繰りのための借入金です。
　平成１９年度上半期は、借入をしていません。

第７  平成１９年度上半期の執行状況
（平成１8年度からの繰越しを含む）

１  一般会計
歳　入 平成１9年9月30日現在 (単位：千円）

金額（Ａ） 構成比% 金額（Ｂ） 構成比%
町 税 1,588,836 14.6 878,139 16.8 55.3 710,697
地 方 譲 与 税 153,500 1.4 43,701 0.9 28.5 109,799
利 子 割 交 付 金 5,200 0.1 2,480 0.1 47.7 2,720
配 当 割 交 付 金 2,800 0.0 2,229 0.1 79.6 571

株式等譲渡所得割交付金 2,900 0.0 0 0.0 0.0 2,900

地 方 消 費 税 交 付 金 188,600 1.7 106,418 2.2 56.4 82,182

自動車取得税交付金 51,900 0.5 14,662 0.3 28.3 37,238

地 方 特 例 交 付 金 15,800 0.2 11,483 0.2 72.7 4,317

地 方 交 付 税 3,995,000 36.7 2,970,813 60.0 74.4 1,024,187

交通安全対策特別交付金 2,500 0.0 1,320 0.0 52.8 1,180

分 担 金 及 び 負 担 金 163,914 1.5 58,457 1.2 35.7 105,457

使 用 料 及 び 手 数 料 316,231 2.9 126,567 2.6 40.0 189,664

国 庫 支 出 金 933,838 8.6 62,551 1.3 6.7 871,287

県 支 出 金 735,875 6.8 54,115 1.1 7.4 681,760

財 産 収 入 59,396 0.5 8,668 0.2 14.6 50,728

寄 附 金 3,001 0.0 3,000 0.1 100.0 1

繰 入 金 335,322 3.1 0 0.0 0.0 335,322

繰 越 金 417,520 3.8 448,779 10.2 107.5 △ 31,259

諸 収 入 245,877 2.3 36,039 0.7 14.7 209,838

町 債 1,671,012 15.3 0 0.0 0.0 1,671,012

合        計 10,889,022 100.0 4,829,421 100.0 44.4 6,059,601

差引過不足額

(A)-(B)
収入率%
(B)/(A)*100

簡 易 水 道 事 業 債
浄 化 槽 整 備 推 進 事 業 債

予算現額 収入済額
区        分

13,279,780

農 林 　水  産  業  債
教 育 債

760,502

433,990

そ の  　　他 3,393,405

　町債は、長期的な計画に基づいた多額の経費を必要と
する大規模な建設事業や災害復旧事業に充てるため、１
会計年度を超えておこなわれる長期の借入金です。
　平成１９年９月３０日現在の町債残高は一般会計１０９
億７３,０２１千円、農業集落排水事業特別会計債１９億３
２,８６９千円、簡易水道事業債２億６,０３７千円、浄化槽市
町村整備推進事業債１億６7，８５３千円で合計１３２億７
９，７８０千円となっています。
　費目別に見ると土木債が２９億４２,５４６千円、農業集落
排水事業債１９億３２,８６９千円、農林水産業債１６億６９,
８４７千円の順となっています。また、町債別に見ると、過
疎対策債４０億６４,４４０千円、臨時財政対策債２３億３４,
５４３千円、一般単独事業債１４億７５,５３８千円、減税補
てん債８億５９,９３２千円の順となっております。

167,853
206,037

2,942,546
1,932,869
1,669,847
1,017,668

町債残高の状況 （単位：千円）

252,513

合　　　　　　　　　計

災 害  　復 　　旧  　債

民 生  　　　債
消 防  　　債

260,595

241,955

現　在　高費 　　　　目 　　　　別

公 営 住 宅 債
商 工  　　　　債

土 木 債
農 業 集 落 排 水 事 業 債

公営住宅債
5.7%

消防債
1.9%

災害復旧債
2.0%

民生債
1.8%

簡易水道事業債
1.5%

その他
25.5%

浄化槽整備推進事
業債
1.3%

商工債
3.3%

教育債
7.7%

農林水産業債
12.6%

農業集落排水事業
債
14.5%

土木債
22.2%



歳　出 平成１9年9月30日現在 （単位：千円）

金額（Ａ） 構成比% 金額（Ｂ） 構成比%
議 会 費 130,913 1.2 64,636 1.9 49.4 66,277
総 務 費 1,329,888 12.2 528,787 15.8 39.8 801,101
民 生 費 2,287,279 21.0 700,176 20.9 30.6 1,587,103
衛 生 費 1,114,883 10.2 401,019 12.0 36.0 713,864
農 林 水 産 業 費 795,403 7.3 158,769 4.8 20.0 636,634
商 工 費 284,446 2.6 122,609 3.7 43.1 161,837
土 木 費 1,093,989 10.1 133,177 4.0 12.2 960,812
消 防 費 794,617 7.3 205,672 6.2 25.9 588,945
教 育 費 1,246,487 11.5 381,504 11.4 30.6 864,983
災 害 復 旧 費 418,022 3.8 248,202 7.4 59.4 169,820
公 債 費 1,390,188 12.8 399,551 11.9 28.7 990,637
予 備 費 2,907 0.0 0 0.0 0.0 2,907

合        計 10,889,022 100.0 3,344,102 100.0 30.7 7,544,920

２  特別会計

歳　入 平成１9年9月30日現在 （単位：千円）

金額（A) 構成比% 金額（B) 構成比%
国民健康保険事業勘定 3,131,777 35.9 1,001,683 31.0 32.0 2,130,094
国民健康保険直営診療施設勘定 57,900 0.7 17,774 0.5 30.7 40,126
老人保健事業 2,963,984 34.0 1,250,235 38.7 42.2 1,713,749
介護保険事業 1,950,240 22.3 859,078 26.6 44.0 1,091,162
簡易水道事業 168,232 1.9 31,794 1.0 18.9 136,438
農業集落排水事業 254,500 2.9 24,149 0.7 9.5 230,351
生活排水処理事業 72,000 0.8 12,684 0.4 17.6 59,316
町有温泉事業 103,857 1.2 22,685 0.7 21.8 81,172
奨学資金貸付事業 26,300 0.3 13,299 0.4 50.6 13,001

合        計 8,728,790 100.0 3,233,381 100.0 37.0 5,495,409

歳　出 平成１9年9月30日現在 （単位：千円）

金額（A) 構成比% 金額（B) 構成比%
国民健康保険事業勘定 3,131,777 35.9 1,316,306 36.6 42.0 1,815,471
国民健康保険直営診療施設勘定 57,900 0.7 25,142 0.7 43.4 32,758
老人保健事業 2,963,984 34.0 1,341,721 37.3 45.3 1,622,263
介護保険事業 1,950,240 22.3 698,679 19.4 35.8 1,251,561
簡易水道事業 168,232 1.9 24,493 0.7 14.6 143,739
農業集落排水事業 254,500 2.9 110,048 3.0 43.2 144,452
生活排水処理事業 72,000 0.8 20,478 0.6 28.4 51,522
町有温泉事業 103,857 1.2 49,973 1.4 48.1 53,884
奨学資金貸付事業 26,300 0.3 12,980 0.3 49.4 13,320

合        計 8,728,790 100.0 3,599,820 100.0 41.2 5,128,970

第８  今後の財政運営について

芦北町
経 常 収 支 比 率 95.9%

実 質 公 債 費 比 率 10.6%

公 債 費 負 担 比 率 17.9%

財 政 力 指 数 0.32

支出率%
(B)/(A)*100

収入率%
(B)/(A)*100

支出率%
(B)/(A)*100

差引過不足額
(A)-(B)

差引過不足額
(A)-(B)

差引過不足額
(A)-(B)

支出済額予算現額

予算現額 支出済額

会   計   名

会   計   名

   本町の平成１８年度の財政状況は、経常収支比率が９５．９％（対前年度比３．８％増）、実質公債費負担比率１０．６％となりまし
た。経常収支比率が増加した主な要因は、経常一般財源である普通交付税等の減(国の制度による減税補てん債減と単位費用見
直等）と臨時財政対策債の減少によるものです。経常経費充当一般財源である広域行政事務組合への負担金増、保育所措置費が
増加した事も一因です。今後も国は２０１１年までにプライマリーバランスの黒字化を目指しており地方交付税の財源保障機能全般
の見直し、合併に伴う主な優遇措置（H16～H19までに総額で１３億８千万円）が平成１９年度でほぼ終了することになります。今後は
より一層の歳出抑制と事業の見直しを図り効率的な財政運営を進めてまいります。

予算現額 収入済額

地方公共団体の財政力指数を示す指数（基準財政収入額/基準財政需要額）の過去三年間の平均地

区        分

財　　政　　診　　断　　数　　値
財政構造の弾力性を判断する指標（経常経費充当一般財源/経常経費一般財源）
「起債制限比率」に公営企業の公債費への一般繰出金、一部事務組合の公債費への負担金、債務負担
行為に基ずく支出のうち公債費に準ずるもの等算入（平成１８年４月に地方債制度が「許可制度」から「協
議制度」に移行）
（１８％以下・・・協議制、１８％以上・・・許可制、２５％以上・・・制限)
財政構造の弾力性を判断する指標（公債費に充当された一般財源総額に占める割合）


